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第 11 回 経 済 建 設 常 任 委 員 会 会 議 録 1 

開催年月日 平成20年4月17日（木曜日） 開会 10時00分 閉会  12時16分 

開 催 場 所  第三委員会室 

出 席 委 員  
山木、清水、山腰、田村、水口 事 

務 

局 

中嶋事務局長 

委員外議員～窪之内 田湯次長 

欠 席 委 員  中田 山本主査 

説 明 員 別紙のとおり 

議 件 別紙のとおり 

 

議 

 

 

 

事 

 

 

 

の 

 

 

 

概 

 

 

 

要 

  

１．所管からの報告事項について 

  次の事項について所管から説明を受け、質疑を行い、報告済みとした。 

（１）滝川市耐震改修促進計画策定の報告について 

（２）平成19年度公共建築物の耐震診断結果について 

（３）滝川市都市計画審議会条例の一部を改正する条例の専決処分について 

（４）滝川市中心市街地活性化基本計画の認定について 

（５）滝の川地域の商店出店の可能性について  

（６）滝川高等技術専門学院の統廃合について 

（７）滝川市農業農村振興ビジョン（案）について 

２．その他について 

  なし 

３．次回委員会の日程について 

  正副委員長に一任することとした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

上 記 記 載 の と お り 相 違 な い。  経済建設常任委員長  山 木   昇 印 
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  平成20年４月16日 3 
 4 
 滝川市議会議長 中 田   翼 様 5 
 6 

              滝川市長 田 村   弘 7 

                          8 

経済建設常任委員会への説明員の出席について 9 

 10 

 平成20年４月７日付け滝議第５号で通知のありました経済建設常任委員会への説明員の出席要求に 11 

ついて、次の者を説明員として出席させますのでよろしくお願いします。 12 

 なお、公務等の都合により出席を予定している説明員が欠席する場合もありますので申し添えま 13 

す。この場合、必要があるときは、所管の担当者を出席させますのでよろしくお願いします。 14 
 15 

記 16 
 17 
 滝川市長の委任を受けた者 18 

  経済部長     多 田 幸 秀 19 

  経済部商工労働課長    若 山 重 樹 20 

  経済部商工労働課元気タウン推進室長  千 田 史 朗 21 

経済部商工労働課元気タウン推進室次長  長 瀬 文 敬 22 

経済部商工労働課産業観光推進室長   志 賀 久 幸 23 

経済部商工労働課産業観光推進室副主幹  日 口 裕 二 24 

経済部農政課副参与    野 澤 秀 徳 25 

経済部農政課長     新 井 敏 幸 26 

経済部農政課副主幹    鎌 塚 忠 夫 27 

経済部農政課主査    木 村   純 28 

  経済部農政課主査    阪 本 康 雅 29 

経済部農政課営農振興室長     福 島   卓 30 

  建設部長     岡 部   豊 31 

  建設部土木課都市計画室副主幹   武 藤 一 男 32 

建設部建築住宅課長    三 谷 文 彰 33 

  建設部建築住宅課副主幹    伊 藤 和 博 34 

  建設部建築住宅課副主幹    鎌 倉 幸 男 35 

建設部建築住宅課主査             三 吉 修 司 36 

   37 

 38 

                     （総務部総務課総務グループ） 39 

40 



 

 

第 11 回  経済建設常任委員会 41 

                                                    42 

H20.4.17(木 )10:00～ 43 

第 三 委 員 会 室 44 

 45 

○ 開  会 46 

   47 

○ 委員長挨拶（委員動静）  48 

 49 

○ 休憩～4月１日付人事異動に伴う職員紹介  50 

 51 

    52 

１．所管からの報告事項について 53 

 54 

《建設部》 55 

（１） 滝川市耐震改修促進計画策定の報告について    （資料）  建築住宅課 56 

（２） 平成１９年度公共建築物の耐震診断結果について  （資料）  建築住宅課 57 

（３） 滝川市都市計画審議会条例の一部を改正する条例の （口頭）  土 木 課 58 

専決処分について 59 

                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                           60 

《経済部》 61 

（４）滝川市中心市街地活性化基本計画の認定について  （資料）  商工労働課 62 

（５）滝の川地域の商店出店の可能性について      （口頭）  商工労働課 63 

（６）滝川高等技術専門学院の統廃合について      （資料）  商工労働課 64 

（７）滝川市農業農村振興ビジョン（案）について    （資料）  農 政 課 65 

 66 

２．その他について   67 

 68 

 69 

３．次回委員会の日程について 70 

 71 

 72 

○ 閉  会 73 

74 



 

１ 

第11回 経済建設常任委員会 75 

H20.4.17(木)10：00～ 76 

第 三 委 員 会 室 77 

開 会 １０：００ 78 

 委員動静報告 79 

委 員 長 全員出席。委員外議員～窪之内議員。空知新聞社の傍聴を許可。 80 

休憩する。 81 

         休 憩 １０:０２ 82 

(４月１日付け人事異動に伴う主査以上の職員紹介を行った。) 83 

         再 開 １０:０６ 84 

委 員 長     会議を再開する。 85 

１． 所管からの報告事項について 86 

委 員 長    （１）、（２）について報告を願う。 87 

（１）滝川市耐震改修促進計画策定の報告について 88 

（２）平成19年度公共建築物の耐震診断結果について 89 

三谷課長     滝川市耐震改修促進計画については、昨年度発注して３月完成した。この計画 90 

は、国の方針または北海道の方針のもとで作成したものである。今後の滝川市 91 

の建物、民間も含めて今後どのように耐震化を進めていくかについて計画した 92 

ものである。現在のところ、この作成は市町村においては努力義務となってい 93 

るが、当市においては、他市に先がけて作成したところである。内容について 94 

は三吉主査から説明する。 95 

三吉主査    （（１）について別紙資料に基づき説明する。） 96 

三谷課長    （（２）について別紙資料に基づき説明する。） 97 

委 員 長     説明が終わった。質疑はあるか。 98 

山  腰     ① 市民へのＰＲはどのようにするのか。 99 

② 耐震診断結果が出たが、計画はどのように考えているのか。 100 

三谷課長     ① ＰＲの方法としては、パンフレットを窓口に２年間置く計画である。広報 101 

及びホームページに掲載を予定している。 102 

         ② 耐震診断結果の改修方法として今回は６施設であるが、特にすぐしなくて 103 

はならないものはない。前基準をすべて満たしているわけではないが、いつ地 104 

震が起きても耐えられることになっている。全体的な計画は、これから耐震診 105 

断があるが、庁内で協議しながら決めていこうと思っている。 106 

委 員 長     他に質疑はあるか。 107 

副委員長     ① 安全・安心な街づくり滝川市耐震改修促進計画のご案内の中の「滝川市揺 108 

れやすさマップ」の赤い部分が滝川市かと思うが、想定される地震がこのちょ 109 

うど直下にある。沼田町、砂川市付近の断層帯ではなく、増毛山地東縁断層帯 110 

の横にあるが地震が起きれば直下型になるのか、そのあたりのことについて伺 111 

いたい。 112 

         ② 報告書の22ページ、パンフレットでいうと「図２－３揺れやすさマップ」、 113 

「図２－４滝川市揺れやすさマップ（上図），危険度マップ（下図）」は地震で 114 

         土地が崩れると、そういう場所は滝川にどう影響を及ぼすのか。 115 

         ③ 報告書の28ページで、「表３－１特定建築物の耐震化の現状」で、大きな 116 

建物と考えているが、特に災害時の拠点となる建築物が非常に低い状況にある 117 

が、計画を立てること自体が義務でないということから、民間建築物「７」、下 118 



 

２ 

欄のホテルを含めた23、今回の法律ではどれくらいの民間の方が、耐震改修を 119 

していくのか、見込みについて伺いたい。 120 

         ④ パンフレットの裏面の８項目記載について、建設部としてはタッグ計画に 121 

ついてどのように位置づけしているのか。 122 

三谷課長     ① 砂川、沼田の断層帯の関係について、これは今、再調査をかけてはっきり 123 

         断層帯があると認定されていない状況である。本書のほうでは増毛と砂川と両 124 

方の影響を載せているが、パンフレットのほうでは確実性では増毛だけを載せ 125 

ている。 126 

②  地盤の考え方では、今回の調査においては滝川市の地震の地盤係数は建築 127 

基準法で決まっている数値を使っている。この数値は滝川市も他市と同じであ 128 

る。 129 

③  特定建物の民間建物の改修耐震化の方向であるが、住宅に関しては、住宅 130 

マスタープランの中で、何らかの補助制度を考えていきたいと思っているが、 131 

それ以外のホテル、病院、店舗等については、市としてはそのような補助的な 132 

ものは考えていない。あとは自助努力でやっていただくということで、それに 133 

ついては市より助言、指導を行っていきたいと考えている。 134 

④ この計画と予算の関係は、現行予算の中でできる範囲で、特に予算を必要 135 

とする施策としての取り組みはない。 136 

副委員長     ① 断層帯について、今の説明であれば、そういう説明を一言書いておくほう 137 

がよいと思うが、「まだ調査中である」または「認定されている」の区別をつけ 138 

たほうがよいと思うがいかがか。 139 

         ② 増毛山地東縁断層帯が震源となった場合は、滝川はどういう地震になるの 140 

かお聞きしたい。 141 

         ③ 市内の病院は古くても大丈夫だと聞いているが、この数字からいうと必要 142 

と思うが、病院などは長期入院されていると死亡率が高いと思う。自助努力と 143 

いうことは、基本としてわかるが、考え方として死亡率が高いということを考 144 

えると、病院またはホテルには資産がたくさんあるということであれば、早急 145 

に耐震補強をしてもらうことが考えられるが、お金がなければどうにもならな 146 

い。死亡率が高いところを、自助努力であれば絵に描いたもちみたいな努力を 147 

するとはいっても調査で終わる。いかに実効性があるものにしていくかという 148 

ことで、どのように国、道、市は考えているのかをお聞かせ願いたい。 149 

三谷課長     ② 増毛山地東縁断層帯の地震であるが、直下型かどうかということは、今の 150 

段階でははっきり見つからないところであり、20キロメートル以上離れている。 151 

マグニチュード7.8以上の地震が起きたらこのような被害が出ると想定されて 152 

いる。 153 

③ 民間の病院関係の建物については、補助制度は数が多いため市においては 154 

３分の１が必要となることから財政面からもできないと考えているところであ 155 

る。こういう大きな建物としては、道のほうから診断及び結果が出されている 156 

のでそれに基づき指導なり助言が行くと思う。 157 

① 沼田－砂川付近の断層帯については、パンフレットはでき上がっているが、 158 

あとでわかりやすく表示をしたいと思う。 159 

副委員長     市が３分の１補助する制度があるということであるが、概要について国、道、 160 

         市がいくら以上か、また、条件を伺う。 161 

三谷課長     滝川市耐震改修促進計画の32ページに支援策を掲載しているが、中段の「耐震 162 



 

３ 

         改修又は建替え」の右欄に「建築物・マンション」の記載があるが、これには 163 

         病院等も該当する。滝川市は補助制度を条例等で規定するが、もし設けると、 164 

         国から工事費の7.6パーセント、市が7.6パーセント、残り84.8パーセントが 165 

         個人負担となる。先ほども申したが民間の建物が多く、滝川市は財政面で無理 166 

         なので、この制度は設けない。 167 

副委員長     表があるのでわかりやすいと思ったが理解しづらい。先ほど３分の１と言った 168 

が、この表で耐震改修の避難所等について民間事業者が該当する場所は滝川市 169 

にあるのか。その場合、国が３分の１、市が３分の１補助することになるのか。 170 

三谷課長     民間においては、避難所として市で指定しているところはない。すべて公共の 171 

建物である。28ページに掲載している法第６条第１号の建物で災害時の拠点と 172 

なる建築物の欄で、民間建築物の７件とあるが、これは避難所ではなく避難道 173 

路に面している建物で、災害時避難道路として指定された災害が起きたときに 174 

建物が倒れて避難道路をふさぐという恐れのあるものが７件あるという意味で 175 

ある。 176 

副委員長     この７件については、国が３分の１、市が３分の１という制度は、市が判断す 177 

ればできるということで、法第６条第１号にはほかに百貨店、飲食店、ホテル、 178 

賃貸住宅というのもあるが、これも緊急輸送道路、沿道の場合は該当になると 179 

いうことかどうかを確認する。最後に、建設業ということでいえば仕事をふや 180 

すと同時に地元でできる工事を促進するという意味と安全の推進という両面を 181 

達成するということで、財政面から補助制度は考えないということであるが、 182 

検討する必要があるのではないか。意見として述べておく。 183 

伊藤副主幹    補助事業について整理して説明する。事業の内容については、住宅建築耐震改 184 

修事業の補助制度になる。これは国において定められているもので、対象とな 185 

る建築物については、不特定多数で大規模なものである。多くの人が集まる施 186 

設で、民間施設については対象になっている。これらを改修するときに改修費 187 

用の 23 パーセントについては、補助対象としようというものである。23 パー 188 

セントのうち３分の１を国が負担し、３分の１を市が負担する制度の内容にな 189 

っている。一般の特定建築物についてはそのような制度であるが、特に緊急輸 190 

送道路、沿道の建築物については、重要性が高いということで、23パーセント 191 

ということではなく、建物の改修費用にかかる３分の１を補助する内容である。 192 

国が３分の１負担し、市が３分の１負担するという中身である。これらについ 193 

ては、市の中で補助制度を設けなければいけないということで、条例が必要で 194 

ありまた予算措置も含めて検討していかなくてはならないという制度になって 195 

いる。 196 

副委員長     了解した。 197 

委 員 長     他に質疑はあるか。 198 

水  口     一点だけ質疑をさせていただく。この計画を先がけてつくったことは、確かに 199 

評価をされることだと思うが、こういう想定される地震状況と被害の状況を市 200 

民が見てしまうとショッキングな結果が想定されると思う。そういう中で、特 201 

に公共建築物がことごとく耐震診断がＮＧ、計画書の91ページを見ると全部結 202 

果がバツと示された中で、この公共建築物で一応27年度までに97パーセント 203 

まで維持していくと、本当にこういう規模のものが起きると倒壊する可能性が 204 

あるということを考えると90パーセントという計画だそうだが、本当にそれで 205 

いいのかという市民の不安、その辺について山腰委員の質疑の中に緊急性を要 206 



 

４ 

しないものがあると言われたが、バツとなるとこれは倒壊するのでないかと市 207 

民的な感覚はそうなると思う。緊急性がないと伝わっていかないので、なかな 208 

かその診断結果を想定し考えると非常に厳しいと言わざるを得ない。その辺は 209 

どのように考えているのか。   210 

三谷課長     この耐震診断の結果を申し上げたが、新基準に合わせて診断したものである。 211 

新基準というのは、震度６から７程度を予想しており、このような地震は極め 212 

てまれで、数百年に一度起きるかどうかという規模の地震である。今の建物は 213 

旧基準に基づいているもので、急を要しないものであり、可能性が薄いと判断 214 

している。市民の方に対しては表だけ見ると今にも危険と思うが、今説明した 215 

ことを、このパンフ等でも修正していきたいと思っている。 216 

岡部部長     今の話について、確かに診断結果については部分的にＮＧが出ている。こうい 217 

う建物に対して全体的にだめだということではない。公共の建物であるため、 218 

安全率を高くし、耐震診断の計算をしているので相当数レベルが上がる。普通 219 

の一般の家庭としては１でよいが、この計算の基準値は、実際には25パーセン 220 

ト増しで計算をしているので、どうしても耐震率が下がっている。そういうも 221 

のを１として計算し直すと相当数レベルが上がり、今の耐震基準に相当近づい 222 

ていき、震度７弱のものが今起きたからといってすべての建物が崩壊するとい 223 

うことではないので、その辺はこのパンフレットを出すときに、もう尐し審議 224 

をして市民が困惑しないようにと考えている。 225 

水  口     やはり、今の説明を聞くと大丈夫かと思うが、公表の仕方によってはそのまま 226 

とらえられてしまう可能性がある。例えば、この資料の中でいえば、３．住宅・ 227 

建築物の耐震化の目標の下段に「公共建築物については、学校・庁舎等の耐震 228 

性能に関わるリストを公表し、計画的な耐震化を進めていくものとします。」と 229 

書いてあるので公表の仕方を含めて工夫をしていただければと思う。 230 

委 員 長     他に質疑はあるか。 231 

副委員長     今回このＸＹの形と想定地震の確率を総合して話された。市立病院は別格と言 232 

われると思うが、考え方として全く同じである。つまり数百年に一度起きるか 233 

わからないこと。また、安全率を25パーセントとした中で、全体がＮＧではな 234 

い。中でも市立病院については、耐震診断では同じ考えのようだ。特に市立病 235 

院だからといって国から示されていることではないと思うが、この法律からい 236 

うと例外はないと考えてよいか。 237 

三谷課長     市立病院についても、考え方は同じである。ただ、市立病院は災害の拠点施設 238 

         となる建物であるため、先ほどの安全率が一般の公共建築物については 1.25 239 

倍であるが、市立病院の場合は1.5倍以上必要となっている。 240 

委 員 長     他に質疑はあるか。（なし）（１）、（２）について報告済みとする。 241 

(３)について説明を願う。 242 

         (３)滝川市都市計画審議会条例の一部を改正する条例の専決処分について 243 

武藤副主幹    （別紙資料に基づき説明する。） 244 

委 員 長     説明が終わった。質疑はあるか。（なし）(３)について報告済みとする。 245 

休 憩 １１：０５ 246 

再 開 １１：０８ 247 

委 員 長     再開する。(４)について説明を願う。 248 

         (４)滝川市中心市街地活性化基本計画の認定について 249 

千田室長     （別紙資料に基づき説明する。） 250 
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委 員 長     説明が終わった。質疑はあるか。（なし）(４)について報告済みとする。 251 

     (５)について説明を願う。 252 

         (５)滝の川地域の商店出店の可能性について 253 

若山課長     前回の経済建設常任委員会に報告した以降の動きの主なものを報告させていた 254 

         だく。３月10日に株式会社ＪＡサービス滝川へ出店要請ということで署名等の 255 

         提出がなされたが、あいにく３月19日をもってＪＡサービス滝川から出店する 256 

         ことはかなわないと断りの返事をいただいているところである。また、それを 257 

         前日市長出席のもと、北滝の川地域の住民の方と懇談会を開催した。細かな打 258 

         ち合わせは、たびたび行ってきているが、現状の動きとしてはもう一、二回商 259 

         店誘致ということで、まずは第１に考えて当たっていきたいというのが、地域 260 

         の会長、局長を初め地域の方の考えである。そのほかの動きとしては、例えば、 261 

         ある店舗の方が、送り迎えをするという形ではどうかという話もある。また、 262 

         もともと東側の団地の中に店があって、今、飲み物とたばこの自動販売機を置 263 

         いている。その責任者の方が言うには、たばこの自動販売機が成人識別カード 264 

になり、たばこの自動販売機だけではなく、店舗を開店しなくては自動販売機 265 

も置けないことになっているということで、その方がここ四、五日のうちにた 266 

ばこだけを売る形で、毎日午後に二、三時間開けるという話をすると聞いてい 267 

る。その中で、地域住民が困っていることから、品揃えをどういうふうにして 268 

いくか検討もしてみたいという形でも私のほうで、話し合いの場を持っている。 269 

そういう中で第１次的には、店舗誘致したいというのが東側の問題とみずほ団 270 

地、見晴団地、国道西側の環境もあるので、やはりその辺も利用できるような 271 

商店ということで、地元の方も考えており、近々また市と当たってみるという 272 

ことで昨日も打ち合わせを終えている。今後地域がどれくらい協力できるかと 273 

いうこともあるので、先ほど話したように市内の店舗の方で、送迎するという 274 

話しも近々打ち合わせの場を持つということで話し合いを進めている。以上が 275 

今の段階の状況である。 276 

委 員 長     説明が終わった。質疑はあるか。 277 

副委員長     店舗が閉鎖されて、既に３カ月以上が経過し、期待していたＪＡからは断りの 278 

返事であった。整理すると、例えば５月に１から２の会社に要請するという動 279 

きをした場合でも、雪が降る前にはなかなか大変な状況に既になっていると思 280 

う。地域住民が動いて市がどう支援するかということであるが、ＪＡが断った 281 

理由は、補助金が出るということであったが、採算が合うのであれば補助金は 282 

要らない。補助金のあるないは関係なく採算性で考えると言っていたり、資金 283 

繰りとかあったと思うが、いずれにしても採算が合わないと来ないということ 284 

であれば、それぞれの民間の会社も難しいと思う。農協が考えてだめで、ある 285 

商店が品揃えを検討すると言われているそうだが、その商店がいくら考えても 286 

東の一部地域をクリアするということはできると思うが、ただ市としても道の 287 

駅の農産物直売所が成功している実例や、中小零細業者に対する補助金の制度 288 

もあるし、住民への支援の仕方をスピーディーに提案型で、なおかつ積極的に 289 

かかるというようにしていかないと本当に5,000人の住む地域が冬を迎えてし 290 

まうことになる。具体的な答弁が出るかどうかわからないが、どういうふうに 291 

かかわっていくか伺う。          292 

若山課長     今、清水副委員長が言われたように、道の駅等のかかわり方はいろいろあると 293 

思うが、今言われた商店に品揃えといってもなかなかロットが大きくないと問 294 
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屋自体も扱ってくれないのが実情で、その辺の結びつきを今言われた道の駅の 295 

かかわり方をどう持っていくか、地元の方にもつながりがどうかということも 296 

話をさせてもらった。まずは地元として店舗を第一に考えたいということであ 297 

るので、その辺も向こうの会の方々も自分たちの橋渡しを市がしてくれるとつ 298 

いていくと言われているが、市が一緒に行って行動した方がよりよいと言うの 299 

で、今は、総会等で忙しそうなので終わってからその部分の打ち合わせをした 300 

いと考えている。店舗があれば積極的に行いたいのだが、もともとあったとこ 301 

ろをどういうものがあったら地域が必要としているのか、日用雑貨まで要るの 302 

か、需要がどうなのか、その辺も町内会に調べてほしいということもお願いし 303 

ている。そういう形でかかわっていきたいと思っている。 304 

副委員長     部長と課長が代わられて、違った展開、新たな発想での活躍を大変期待してい 305 

る。冬を迎える前に何らかの成果を出すということ、セイコーマートも結論を 306 

出していないようだが、経済建設常任委員会として情報がわかり次第、滝の川 307 

地域、扇町地域についてはバックアップしなくてはいけないと考えているので 308 

よろしくお願いしたい。 309 

若山課長     セイコーマートについては、昨日聞いたところでは、取りやめになったと聞い 310 

ているが、現地を確認に来られた際、正式ではないがやめたと聞いた。 311 

副委員長     調べて報告願いたい。 312 

若山課長     了解した。 313 

委 員 長     他に質疑はあるか。 314 

田  村     りょーゆーがやめ、ジョイとカウボーイがやめたということは、商売が成り立 315 

たなくなりやめたということであるので、今になって住民が、店がないと困る 316 

などと言うが、ないと困るのは当たり前であって、出店ばかりを求めるのでな 317 

く、5,000 人いる住民が、果たしてみんなそこで買ってくれるのか。店を応援 318 

してくれる体制が先だと思う。買いにも行かないから店はやめただけのことで、 319 

なくなって不便だからといって市の職員が一生懸命にやっても赤字になったら 320 

補填するのか。そんなことにはならないと思う。そうした場合に、住民意識を 321 

もっと高めて、住民がみんなで小さい店でもできたら一生懸命応援するという 322 

体制が先だと思う。出店ばかりでなく住民意見を持って集約するべきと思う。 323 

年間どれくらい買ってもらえるのか、商売というものはそういうものがないと 324 

やれない。結論として参考までに言う。 325 

若山課長     住民の方も、理解をして出店したときはここで買うという協力体制を考えてい 326 

る。ライフサポートがあるので、出店したら自分たちはどういうことができる 327 

のかを考えているので、もう尐しその辺を詰めていきたいと考えている。 328 

田  村     地域が出店するのはよい方法だと思う。道の駅方式ですると地域でもできる。 329 

委 員 長     他に質疑はあるか。（なし）(５)について報告済みとする。 330 

     (６)について説明を願う。  331 

(６)滝川高等技術専門学院の統廃合について 332 

若山課長     （別紙資料に基づき報告する。） 333 

委 員 長     説明が終わった。質疑はあるか。（なし）(６)について報告済みとする。 334 

     (７)について説明を願う。 335 

         (７)滝川市農業農村振興ビジョン（案）について 336 

新井課長     （別紙資料に基づき説明する。） 337 

木村主査     （別紙資料に基づき詳細の説明をする。） 338 



 

７ 

委 員 長     説明が終わった。質疑はあるか。 339 

副委員長     ① 平成13年に策定した第２次農業農村ビジョンを受けて実施される内容で 340 

あるが、ホームページには以前のものは概要版しか載っていない。現在載って 341 

いるのは、総括版か概要版のどちらか。 342 

② 第２次の総括とは、どういう場所で、どんなメンバーで、どんな形で報告 343 

されてこれに至ったのか。 344 

③ 項目的には、可能性を秘めている点では、たくさん書かれているが、現実 345 

には簡単にはいかない。認定農家が減るという目標は、維持するというどころ 346 

かこんなに減るのかと思った。認定農家であるので、一定面積を持った方々で 347 

集約されると思うので、この目標をつくった根拠をお聞きかせ願いたい。 348 

多田部長     ① ビジョンとしては、総合版として考えてもらいたい。これからさらに、も 349 

         う尐しわかりやすいダイジェスト版を作成したいと考えている。前のビジョン 350 

         と比べ、かなり総体的に薄くなっている。できることは関係機関の中で具体的 351 

         にやっていこうと考えている。ダイジェスト版を配りながら、その中で農家が 352 

         何ができるか、だれが何をするかを確認しながら、また、業者が何をするのか 353 

         をもっと具体的に詰めていく。振興会議の中で、具体的に論議をしながら、で 354 

         きることをこの５年間で実現していきたい。先ほど委員の質問の中にもあった 355 

ように、どれも可能性を秘めた項目ということで協議をしてきた経過である。 356 

         ② 第２の総括、全打ち合わせ回数11回で、農家や生産組合の方々にいろいろ 357 

         伺ってきている。その中で、第３次に向けて意見を伺った。 358 

③ 認定農業者数について、基本的には現状維持が目標ということで、内部で 359 

も議論をしたところである。しかし、先ほどの年齢構成で８ページの資料では 360 

65歳以上の方が、38.7パーセントいる。かなり高齢化が進んできているという 361 

ことからすると、80歳を過ぎても農業をやっていただきたいということをビジ 362 

ョンの中に書き込むのはいかがなものか。やはり、ある程度の年齢をとった方 363 

については、次の方に渡す。そういった仕組みが必要ではないか。この数字に 364 

ついては、かなりハードルとしては高いと考えている。基本的な考え方として 365 

今いる認定農業者については、継続してやっていただきたいという目標を立て 366 

ているが、年齢的なことから下げざるを得ないという目標を設定しているとこ 367 

ろである。 368 

副委員長     総合版ということであれば、注文をつけたいところである。例えば10ページの 369 

農業産出額については、野菜でひとくくりであるが、アスパラなどと分けても 370 

らいたい。これから消費者と協調して共同で行っていくには、こういったもの 371 

を滝川でつくっているのだということが、多品種尐量をうたっているわけで、 372 

ビートなどは種類で分ける。いつも感じているが、ホームページに載っている 373 

データは古くてわかりづらい。畜産もホクレンが相当入っている。畜産も飼育 374 

とホクレンと放牧の乳牛、もう尐し滝川の農業がリアルにわかるように、役所 375 

的かと感じるので注文をつけたい。これは意見とする。 376 

新井課長     清水副委員長の意見について反映する形で修正していきたい。 377 

多田課長     なるべくわかりやすい形にしていくということは、指摘のとおりであるが、今、 378 

国の統計情報センターでは、農政事務所と統合になり、滝川市の個別の市町村 379 

別のデータが出なくなっているということがあり、道の調査も毎年行われてい 380 

たが、それも中止になってきていることからすると、滝川市のデータはどこか 381 

ら取るかというと、10年ごとの世界農林業センサスと、10年ごとの日本農林業 382 
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センサスが５年ごとに出してくる。データとしてはそのセンサスでしか取れな 383 

い。あとは農協に伺う。農協は広域的なので、赤平、芦別を含めてということ 384 

なのでデータとしては取りづらくなっているということであるが、消費者に訴 385 

えかける面では、今言われたようにわかりやすさが必要と思うので、正確とは 386 

いかないまでも、ある程度の数字の中で、訴えられるものをつくっていきたい 387 

と思っている。       388 

委 員 長     他に質疑はあるか。 389 

窪之内委員外議員 ① 今までの農業・農村振興ビジョンの資料の厚さから見ると、何分の１にな 390 

っていると思っているが、一方では、全体として今までよりわかりやすく、身 391 

近に感じるというように受けとめた。それで１点目は、始まった農業基盤整備 392 

について触れられていないので、この５年間でどういうふうにしていくのか。 393 

それはここで触れておく必要があるのではないかと思っている。この点につい 394 

て伺う。 395 

② この５年間の中で、品目横断的経営安定対策がどのようになっていくか、 396 

農地・水・環境保全がどのようになっていくか、節目を迎えるはずで、その関 397 

係が所得も含めて資料を見ているだけではわかりづらい。ここをどう乗り越え 398 

ていくかその辺がわからないのでこの中で再度どのように考えているか伺いた 399 

い。 400 

新井課長     ① 基盤整備の関係だが、先ほど申し上げたように、これからアクションプラ 401 

ンをつくっていくということであるが、２ページ目の一番下の生産基盤のぜい 402 

弱化の中で土地改良についての問題点を見ているのと、６ページ目であるが、 403 

土地改良事業の実施、農地・水・環境向上対策、農地の集積と連坦化対策関係 404 

について進めていくということで考えている。ただ、これについては、実際の 405 

アクションプランの中でもっと詰めていかなくてはならないと考えている。 406 

         ② 農地・水・環境保全向上対策の関係については、これからどうなるのかと 407 

いうことであるが、平成23年度までの５年間と、その後については、明確にな 408 

っていない。国のほうで考えているのでは、農地・水・環境で向上対策を導入 409 

することによって、地域の農業者と非農家の方が一緒になって地域を守ってい 410 

くという体制を今後にもつなげて、お金が出なくなっても農家の方、非農家の 411 

方についても地域を守っていくということをこのプランの中で考えていきたい 412 

と思う。品目横断的経営安定対策については、主査から説明する。 413 

木村主査     品目横断的経営安定対策についてであるが、基本的にはこの対策は、担い手三 414 

法の１つであるが、こういったものを法律化するということで、現状において 415 

は、国は恒久的な制度にすると言っている。中身の見直しについては、どうい 416 

うふうになっているのか我々も情報収集していきたいと思う。19年度末におい 417 

ても、一部補正対応で緑ゲタの追加払いが行われたということもあるので、よ 418 

り従来の品目別の対策のときの所得水準に近づくような形にはなるのではない 419 

かということで、営農類型の中でも、ある程度緑ゲタの追加払いまで入れた形 420 

で試算はしている。ただ、その恒久的対策と言われているので、とりあえず組 421 

まざるを得ないということである。 422 

窪之内委員外議員 ① アクションプランの中でと言われたので、アクションプランというのはこ 423 

         のビジョンができて、それに添った形で全体のアクションプランが今年度のど 424 

         こかの時点でペーパーとして出てくるという予定があるのかどうか伺う。 425 

②  アクションプランとの関係がある農業振興会議だが、ここは市が事務局を 426 
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持って取り扱いするのか、農協と一体となって取り扱うのか、設置をしてその 427 

運営をどのように考えているのか、その辺を含めてお伺いしたい。 428 

多田部長     ① アクションプランについて、ペーパーで出るかということであるが、この 429 

         農業振興会議で活動計画を定めるということから、ペーパーにまとめる予定で 430 

いる。 431 

         ② 農業振興会議の事務局であるが、今のところ、市と農協とで営農振興室を 432 

立ち上げている。やはり、そこが中心となって動く必要があると考えているの 433 

で、関係の方々から意見、要望を伺いながら何ができるかを詰めていきたいと 434 

考えている。 435 

窪之内委員外議員 統合の関係で、指導という点が薄くなってきている状況があるというふうにこ 436 

こでも分析されているとおり、何とかこのビジョンに添って振興会議を画期的 437 

な中身となるようぜひ頑張ってほしい。 438 

委 員 長     他に質疑はあるか。（なし） 439 

         私から１点申し上げたい。ビジョンについて、若干薄くなったがわかりやすく 440 

なったと思う。非常に取りかかりやすい、実行しやすい。逆に言うと身近なと 441 

ころが一番大事である。あわせてこれをいかに現場に浸透していけるかという 442 

ことが、今回の「愛・農たきかわ」に問われることではないかと思う。新体制 443 

が整ったのでよろしく頼む。以上で(７)について報告済みとする。 444 

         ２．その他について 445 

委 員 長     全体を通して、その他について何かあるか。（なし） 446 

 ３．次回委員会の日程について 447 

委 員 長     次回委員会の日程については、正副委員長に一任願えるか。（よし） 448 

         以上をもって、第11回経済建設常任委員会を閉会する。 449 

閉 会 １２：１６ 450 

 451 


